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はじめに
2019年度から、特別支援学校教諭を除いた全ての教職課程では、いわ
ゆる再課程認定の作業を経た新課程が開始されている。この新しい教職課
程には、新たに幾つかの必修科目が加えられている。その新たに加えられ
た必修科目の一つが「特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対す
る理解」について取り扱う教科目である。
筆者が所属している児童教育専攻幼児教育・保育コースは、幼稚園教諭
一種免許状を取得するための教職課程を取り扱っている。そのため、再課
程認定に伴い、「特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する理
解」について取り扱う教科目を新たに設置する必要があった。この事情
は、同じく幼稚園教諭一種免許状が取得できる児童教育専攻の小学校教育
コースでも同様であった。しかしながら、当該教科目は、小学校教育コー
スにおいて「特別支援教育」という名称となり、幼児教育・保育コースに
おいて「特別支援保育」（厳密には「特別支援保育A」）という名称となった。
幼児教育・保育コースは、幼稚園教諭一種免許状の教職課程の他に保育士
養成課程も同時に取り扱っていたためである。
奇しくも、保育士養成課程においても、保育所保育指針の改訂を受けた
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養成課程の見直しが行われ、2019年度の入学生から新課程が始まってい
る。そして、保育士養成課程には、既に「障害児保育」という「特別の支
援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する理解」について取り扱う教科
目と目的や内容の類似する教科目が存在していた。
それ故、幼児教育・保育コースにおいて設定した「特別支援保育」とい
う教科目は、保育士養成課程上の「障害児保育」と幼稚園教諭一種免許状
のための教職課程上の「特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対
する理解」を取り扱う教科目の両方の条件を満たすことを意図して置かれ
ることとなった。ただし、他の養成校においては、あまり用いられていな
い名称のようでもある。
そこで、本稿では、筆者が携わった「特別支援保育」というあまり見か
けない名称の教科目の設定にあたって検討したことを述べ、当該教科目名
に込めた意義を記すことを目的とした。
今まで教職課程に「特別の支援を必要とする幼児、児童及
び生徒に対する理解」に関する教科目がなかった理由（私見）
教職課程においては、今回の法改正の以前に保育士養成課程における障
害児保育のような教科目は存在してない。しかし、障害児とその対処法・
指導法に関する知識を全く取り扱って来なかった訳ではなく、旧課程上の
枠組みであるところの教職に関する科目に位置づけられた「教育の基礎理
論に関する科目」の「幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過程」
に配置されている教科目で“含む”という形で取り扱われていた。
これは、教員免許状の認定に係る枠組み（教職課程の編成の枠組みとも
言える）によるところが大きいと考えられる。つまり、教員養成は学校種
を主な単位として考えていた、ということであろう。例えば、小学校教諭
の養成は小学校の教職課程で行う。中学校教諭の養成は、中学校の各教科
の教職課程で行う（高等学校教諭もおおよそ同様）。障害のある幼児、児
童、生徒の教育は特別支援学校で行われているので特別支援学校教諭の教
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職課程で行う。といった具合である。ただ、例外的に司書教諭や栄養教
諭、養護教諭は、別の役割や専門性が求められているからであろうか、学
校種ということではない。
しかし、近年、いわゆる「発達障害」という状態像に対して注目が集ま
る中、上述したように“含む”という形での対応では十分ではないというこ
とから、今回、新たに独立した科目として置かれることになった、という
ことと理解することができる。
ここで、安藤（2015）の説明を基に特別支援教育の導入の経緯を確認・
要約しながら、上記の状況（ほとんどの教職課程で特別支援教育に関する
教科目が設置されていなかったこと）に至った理由について考えたことを
述べたい。
まず、2000（平成12）年６月７日に制定された文部科学省組織令（政
令251号）第33条と第39条によって、「特別支援教育」が正式名称として
定められ、具体的な所掌事務が明示されている。同組織令の第33条は、
「特別支援教育課」を初等中等教育局の９番目の課として設置することを
定めているものであり、同組織令の第39条は、特別支援教育課の所掌事
務を規定している。
その後、2005（平成17）年12月に中央教育審議会初等中等教育分科会
に設置された特別支援教育特別委員会が答申を行い（「特別支援教育を推
進するための制度の在り方について（答申）」）、特別支援教育の定義・説
明として「障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取
り組みを支援するという視点に立ち、幼児児童生徒一人一人の教育的ニー
ズを把握し、その持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服す
るため、適切な指導及び支援を行うものである」とした。また、「小・中
学校において通常の学級に在籍するLD・ADHD・高機能自閉症等の児童
生徒に対する指導及び支援が喫緊の課題となっており、特別支援教育にお
いては、特殊教育の対象となっている幼児児童生徒に加え、これらの児童
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生徒に対しても適切な指導及び必要な支援を行うものである」とも説明し
ている。
そして、特別支援教育特別委員会の答申では、制度の見直しとして、次
の３点が提言されている。一つ目は、盲・聾・養護学校制度の見直しであ
る。二つ目は、小・中学校における制度の見直しである。三つめは、教員
免許制度の見直しである。
一つ目の盲・聾・養護学校制度の見直しについては、特別支援学校とい
う新たな校種が特殊教育諸学校（盲学校・聾学校・養護学校）の代わりに
置かれ、その教育機能を引き継ぐとともに、地域の学校（幼稚園、小学
校、中学校、高等学校、等）への助言・支援を行うセンター的機能が与え
られている。
二つ目の小・中学校における制度の見直しについては、これまでの「特
殊学級」を「特別支援学級」と名称を改め、通常学級に在籍するLD、
ADHD等の児童生徒を通級による指導の対象とすることが挙げられる。
この二つ目の見直しに関しては、現行の学校教育法の条文を確認すると
興味深いことが書かれている。
学校教育法第81条第一項には、「幼稚園、小学校、中学校、義務教育学
校、高等学校及び中等教育学校においては、次項各号のいずれかに該当す
る幼児、児童及び生徒その他教育上特別の支援を必要とする幼児、児童及
び生徒に対し、文部科学大臣の定めるところにより、障害による学習上又
は生活上の困難を克服するための教育を行うものとする。」と書かれてい
る（下線部、筆者が記入）。なお、条文中、「次項各号」の内容は、1.知的
障害者、2.肢体不自由者、3.身体虚弱者、4.弱視者、5.難聴者、6.その他障
害のある者で、特別支援学級において教育を行うことが適当なもの、と
なっている。
それ故、この下線部は、教育現場において「障害の診断が伴わないもの
の、教育上の特別な支援を必要とする幼児児童生徒」への個別の支援を開
始する根拠として考えてよいと思われる。ただ、一方で、下線の後につな
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がる一文で「障害による学習上又は生活上の困難を克服するための教育を
行う」となっているため、学習上・生活上の困難が「障害」由来でなけれ
ばいけない、という要素も残されているところが悩ましく思われる。
三つ目の教員免許制度の見直しは、特別支援学校が新しい学校種として
特殊教育諸学校に代わり設置されたことから、免許状の種類も従前の盲学
校教諭、聾学校教諭、養護学校教諭、というものから特別支援学校教諭に
一本化されたことである。
そうして、2006（平成18）年６月に学校教育法等の一部を改正する法
律（以下、改正法とする）が可決成立し、2007（平成19）年４月１日か
ら施行されたことを以て、特別支援教育が本格的に開始された、というこ
とになっている。
以上、安藤（2015）の説明を元に、特別支援教育制度の導入の経緯を
確認してきた。このことから読み取れたことは、三つ目の教員免許制度の
見直しが特別支援学校教諭の枠組みに限定されていたことが、「特別の支
援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する理解」に関する教科目を当時
の段階で新設するに至らなかった一つの理由であるように思われる。
今回、特別支援学校教諭の教職課程を除く全ての教職課程に「特別の支
援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する理解」を取り扱う教科目が置
かれたことは、この当時の改正の不足分を補う措置として行われた、と考
えることができるだろう。
現行の保育士養成課程上の「障害児保育」で重視されていること
保育士養成課程では「障害児保育」という教科目が設置されており、旧
課程及び現行課程では演習２単位が割り当てられている。保育士養成課程
等検討会が2017年12月４日に出した「保育士養成課程等の見直しについ
て～より実践力のある保育士の養成に向けて～（検討の整理）」によると、
障害児保育における旧課程から現行課程へ教授内容の充実を図る方向性と
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して、①障害のある子どもの地域社会への参加・包容（インクルージョン）
や合理的配慮に関する理解、保育所と児童発達支援センター等との連携の
必要性などを踏まえることや障害の診断や認定の有無に関わらず、特別な
配慮を要する子どもの理解とその保育に関する内容を盛り込むこと、②就
学前及び児童期以降の障害のある子どもへの支援について、共生社会の考
え方を踏まえた障害者基本法に関する内容を明示すること、の２点が指摘
されている。
ここで、注目したいところは、①の文中に見える「障害の診断や認定の
有無に関わらず、特別な配慮を要する子どもの理解とその保育に関する内
容を盛り込むこと」という部分である。
「障害児保育」という名称は、保育士養成課程上の教科目名として使用
される他に、以前は特別保育事業の一つの名称として使用されている。つ
まり、元々「障害児保育」という名称は、対象児を「障害を持つ」と限定
した支援のことを示すという側面を持っている。しかしながら、ここに来
て、先程抜き出したように「障害の診断や認定の有無に関わらない」とい
う方向を打ち出してきた、と考えると、「障害児保育」という教科目名称
も乗り越えや改変が必要な時期に来ている、というようにも考えられる。
両方の養成課程に対応し得る教科目の枠組みの案出
複数の資格・免許を学生へ取得させようとする場合、できるだけ過重な
負担を学生へ求めることがないように、目的や内容が類似する教科目同士
を読み替えるといった対応を考えるものであろう。具体的には、保育士養
成課程上の「障害児保育」の内容を充実させるという要求を満たし、同時
に、特別支援学校教諭以外の全ての教職課程に「特別の支援を必要とする
幼児、児童及び生徒に対する理解」に関する教科目を必修として設置する
ことに対応することができる教科目の内容の編成はできないだろうか、と
考えた。その結果が以下である。
保育士養成課程上の「障害児保育」は、演習２単位科目として位置付け
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られている。本学では、これまでこの教科目を通年２単位の演習科目とし
て運用していた。そこで筆者は、「障害児保育」という教科目名称を「特
別支援保育」と変更し、演習２単位が確保されるよう、「特別支援保育A」
（演習１単位）と「特別支援保育B」（演習１単位）とに内容を分割して前
者を知識・理論重視、後者をグループワーク・作業重視の内容とした。そ
して、「特別支援保育A」を幼稚園教諭の教職課程における「特別の支援
を必要とする幼児、児童及び生徒に対する理解」に関する教科目とした。
「特別支援保育A」の授業内容は、保育士養成課程上の「障害児保育」
における専門知識、理論の部分を含み、幼稚園教諭の教職課程で求められ
ている「特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する理解」に含
まれている貧困問題や外国籍に係る問題に対する理解や支援の内容を加え
て整えている。
幸いなことに、文部科学省、厚生労働省、それぞれへの申請について差
し戻し等の対応はなされていないことから、一安心したところである。
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上述のように、教授内容の調整と編成を行って本学の新課程に位置づけ
られた「特別支援保育」であるが、筆者なりに名称についての考えや想い
がある。
おそらく、最も、直感的で単純な説明は、特殊教育や障害児教育が特別
支援教育と名称を変更したことに合わせて、就学前の障害をもつ幼児の保
育（つまり、障害児保育）も特別支援保育とする、というものであろう。
「障害児」を「特別支援」という言葉で置き換えたという理解である。
それでも悪くはないが、筆者としては、もう少し別の観点からの説明を
加えたいと考える。なぜなら、ただ言葉を置き替えただけでは、それまで
使用していた用語に纏わりついていたネガティヴな面がそのまま内包され
て残り続けることになる可能性があるからだ。
具体的には、「障害児保育」の語感がもつ分離保育の要素を中和したい
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と考えた。具体的なデータとして筆者は収集をしていないが、保育現場と
の対話を重ねる中で、特別な支援が必要な子どもがどのように理解されが
ちであるかが見えてきた。つまり、当該幼児は加配保育士が担当し、それ
以外の幼児は主となる保育士（以下、主担当保育士とする）が担当する。
そして、加配保育士と主担当保育士の意思疎通が難しいことが多い。とい
う状況である。
先にも述べたように「障害児保育」という語には、行政サービスの対象
者を特定するための名称という側面を持っている。一方で、障害や診断の
有無という条件の乗り越えも謳われている。それを実現するための名称と
したいと考えた。
そのように考え続ける中で、保育という営為がそもそも個別支援を基礎
とした関りであるということを思い出した。保育の形態として「集団」が
重視されることは当然であるが、その「集団」をどのように考えるのか？
そこで、保育現場の先生方へ訪ねたことが、「気になる子どもを如何にそ
の子以外の子どもたちの集団に入れたらよいか悩む」のか「気になる子ど
もを含めて如何に集団を作っていけばよいのか悩む」のか、どちらか？と
いうことであった。
特に後者の悩み方は、日々の丁寧な子ども理解と受容的・応答的な保育
士の関りの積み重ねの上でしか成立し得ないものと考えられる。保育（広
く福祉と言ってもよい）の基本である個別支援に回帰すれば、「特別支援」
という言葉は、単に「障害児」という語との交換ではなく、通常の個別支
援のさらに精度を高めた特別な支援という説明もできる、と考えた。個別
支援は、保育の形態に左右されないということに気づけば、集団の形態を
取りつつ、一人一人の子どもに必要な個別支援の内容もグレードを設けて
考えることができるはずである。通常の個別支援の延長線上にある、より
専門的な知識や高度な技術に支えられた特別な個別支援が「特別支援」と
いう考え方をしたい、というところが現在の位置である。別の言い方をす
ると、保育所保育を極めるに近づけば近づくほど「特別支援保育」という
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状態になるということになり、その状態になることによって、障害、家庭
環境、等々の様々な理由で他の子どもたちと思う存分遊び込むことができ
ない子どもに無理なく対応できるようになる、と考えたい、ということで
もある。
また、障害児教育から特別支援教育への変更と同様に障害児保育を特別
支援保育と読み替えるだけではよくない、と考えるもう一つの理由とし
て、就学前の保育（幼児教育も含む。以下、同様。）と就学後の教育の間
にある大きな質の違いを考えなければならない。
つまり、一人の人間の人生において、保育が担当する時期は、発達に
伴って様々な行動特性が障害として顕在化する時期であり、教育が担当す
る時期は、多くの発達上の障害が顕在化した後の時期であるという「時期
の特徴の違い」や「方法」の違いのことを考えなければいけないというこ
とである。
保育は、個別支援を基本として集団という形態も時折利用しながら、遊
びや生活を具体的な方法論として子どもの学びを保障する。一方、教育
は、一斉授業という形式に基づいて、記号を使用した活動（教科書の読解
や文字・数字・記号を書き記すことを通じた概念の操作、等々）を具体的
な方法論として子どもの学びを保障する。このような対比を考えると、教
育の方が保育と比べて子どもの困難さが生じる理由がいわゆる「障害」に
限定し易いようにも思われ、反対に保育の方が教育と比べて多様な要因を
子どもの困難さの背景に読み取っていかなければいけないようにも思われ
るのである。
それ故、「特別支援保育」という言葉には、単に障害のある子どもの保
育という直線的な理解や使用に留まるのではなく、保育の原点に戻るため
の保育独自のテクニカルタームとして、確固たる専門知識と実践に裏打ち
された、通常の個別支援としての保育の純度や精度を向上させた保育形態
としての意味を持たせたいと考えている。
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